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備考
　1　「適用」か「取消」のいずれか該当する方を○で囲んでください。
　2　次の書類を添付し、原則、京都地方税機構に提出してください。
　　(1)　使用者が所有者と異なるときは、無料で使用していることを証明する書類(写し)
　　(2)　使用者、所有者に一定の資格を要するときは、主務官署の証明書、その資格を証明する書類(写し)
　3　発生事由が、新規取得の場合は1を、中古取得の場合は2を、移動による受入れの場合は3を、その他の場合は4を「発生事由」欄に記入してください。
4　※印欄は記入しないでください。
